様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　2023年　12月　19日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） かぶしきがいしゃ　いわてぎんこう
一般事業主の氏名又は名称  株式会社　岩手銀行
（ふりがな） いわやま　とおる　　　  
（法人の場合）代表者の氏名  岩山　徹 　 印 　
住所　〒020-8688
岩手県盛岡市中央通一丁目２番３号
法人番号　7400001000423　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①　第21次中期経営計画～地域価値共創プラン～
②　岩手銀行統合報告書2023

	公表日
	①　2023年　3月　28日
②　2023年　7月　31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊行ホームページにて掲載
①　第21次中期経営計画～地域価値共創プラン～＿P16
https://www.iwatebank.co.jp/assets/pdf/management-plan.pdf
②　岩手銀行統合報告書2023＿P21～22、P33～34
https://www.iwatebank.co.jp/assets/pdf/202303_tougou.pdf

	記載内容抜粋
	【企業経営の方向性】岩手銀行統合報告書2023_P21～22、第21次中期経営計画～地域価値共創プラン～_P16
当行は長期ビジョンとして「お客さまの課題解決と地域社会の持続的成長を牽引する価値共創カンパニー」を掲げ、地域のみなさまとともに共通価値を創造し、豊かで活力ある、そしてサステナブルな地域社会の実現を目指しています。
その実現ため、第21次中期経営計画～地域価値共創プラン～を策定し「金融サービス領域の深化」と金融の枠を超えた「新たな事業領域への挑戦」を推し進めます。
[bookmark: _GoBack]【情報処理技術の活用の方向性】岩手銀行統合報告書2023_P33～34
マテリアリティ（重点分野）の一つである「データ利活用によるサービスと価値の提供」の取組みとして、DX事業者等との協業により地域のお客さまに対して、デジタル技術と地域金融機関の強みである対面サービスとの融合による新たな価値を提供します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会において承認された中期経営計画に基づき統合報告書を作成し、ウェブサイト上に公開しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①　第21次中期経営計画～地域価値共創プラン～
②　岩手銀行統合報告書2023
③　ニースリリース_本部組織の一部改正について

	公表日
	①　2023年　3月　28日
②　2023年　7月　31日
③　2023年　3月　15日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊行ホームページにて掲載
①　第21次中期経営計画～地域価値共創プラン～
P30～31
https://www.iwatebank.co.jp/assets/pdf/management-plan.pdf
②　岩手銀行統合報告書2023
P57～58
https://www.iwatebank.co.jp/assets/pdf/202303_tougou.pdf
③　ニースリリース_本部組織の一部改正について
https://www.iwatebank.co.jp/assets/pdf/20230315_reorganization.pdf

	記載内容抜粋
	お客さまのライフスタイル変化や金融サービスのデジタルシフトへ適切に対応してくため、データ利活用による付加価値創出サイクルの実現とデジタルを中心とした業務環境への変革を目指していきます。
目指す姿として、「専門人材によるスピーディーかつ的確なデータの提供」、「データ利活用、デジタル人材派遣等による新たなビジネスの展開」を掲げています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会において承認された中期経営計画に基づき統合報告書・ニュースリリースを作成し、ウェブサイト上に公開しています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①　ニースリリース_本部組織の一部改正について
②　第21次中期経営計画～地域価値共創プラン～＿P31 

	記載内容抜粋
	2023年4月1日付で、デジタル分野やデータ利活用への取り組みを強化するため、お客さまとのデジタル接点の強化、行内データの利活用促進、地域ＤＸなど、デジタル技術とデータを活用した営業企画・推進やデジタル人材育成などの役割を担う部署として、デジタル推進部を設置しました。また、データサイエンティスト等のデジタル専門人材20名以上の育成を目指しています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	第21次中期経営計画～地域価値共創プラン～＿P31

	記載内容抜粋
	DX関連システムへの投資額として2023年度～2025年度の3年間で約20億円を想定しております。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	第21次中期経営計画～地域価値共創プラン～

	公表日
	2023年　3月　28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊行ホームページにて掲載
[bookmark: _Hlk151736471]第21次中期経営計画～地域価値共創プラン～
P30～31
https://www.iwatebank.co.jp/assets/pdf/management-plan.pdf

	記載内容抜粋
	デジタルチャネル普及状況の達成指標として、「いわぎんアプリ」のアクティブユーザー数、キャッシュレス決済普及の達成指標として、「クレジットカードIbeOne」・「デビットカードSakuSaku!」の取扱高、データ利活用によるビジネス拡大の達成指標として「広告・マーケティング支援」の売上高を設定・公表しています。
また、ＤＸ関連システムへの投資額、データアナリスト等のデジタル専門人材育成数、を公表しています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年　7月　31日

	発信方法
	代表取締役頭取によるトップメッセージとして、弊行ホームページにて掲載
岩手銀行統合報告書2023　P5～10
https://www.iwatebank.co.jp/assets/pdf/202303_tougou.pdf

	発信内容
	【前中期経営計画の振り返りと課題】（岩手銀行統合報告書2023_P5）
　追加施策の代表例が、（中略）専担部署を設置した上での「デジタル化」です。具体的には、（中略）アプリ機能拡大などにより行内の生産性とともにお客様の利便性向上を図りました。また、前中期経営計画を推進する中で、（中略）保有するデータの利活用、（中略）等における課題も見つかりました。
【データ利活用に関して】（岩手銀行統合報告書2023_P8）
　新たな事業領域に挑戦するためには、グループ内で保有するデータの利活用はますます重要になっていきます。前中期経営計画の課題として挙げたグループ内の情報共有をできる仕組みづくりなど、ＤＸ推進を加速させていきます。
【デジタル専門人材の育成に関して】（岩手銀行統合報告書2023_P9）
今後は地域統括型店舗体制の導入や、デジタル技術を用いた業務効率化などを推し進め、自然減による職員減少に対応しつつ、生産性を向上させていきます。具体的には、デジタル専門人材を約20名、（中略）グループ内で育成・創出していく方針です。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2021年　10月頃　～　2023年　11月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力しています。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2015年8月に策定し、継続的に実施

	実施内容
	サイバーセキュリティ経営ガイドライン等を踏まえ、行内のサイバーセキュリティ・リスク管理態勢を構築しています。
具体的には、システム部担当役員(CSIRT代表)のもと関連部署で組織されたCSIRT(ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ｾｷｭﾘﾃｨ･ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ･ﾚｽﾎﾟﾝｽ･ﾁｰﾑ) を設置し、インシデントへの対応と防止策の実施、情報セキュリティ関連情報補収集、外部機関（金融ISAC等）との連携を実施しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

